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Ⅱ 医師確保計画 

第１ 「提供される医療全体」についての計画 

 現 状                                   
 

１ 県内の医師数（医療施設従事医師数） 

（１）地域別の状況 

平成 30（2018）年「医師・歯科医師・薬剤師統計」によると，県内の医師数（医療施設

従事医師数。以下同じ。）は 7,286 人で，前回調査（2016 年）より増加していますが，増

加率は+0.9％で，全国ベースの増加率（+2.4％）を下回っています。 

二次保健医療圏別でみると，前回調査から５圏域で増加し，1 圏域で減少しています。 

過疎市町・その他市町別でみると，過疎市町は前回調査より減少しており，都市部等のその

他市町では増加しています。 

人口比（10 万人対医師数）でみると，人口減少による増加要因がありますが，前回調査と

比較した場合，全ての圏域で増加しています。 

 

               図表 1 医師数の推移（地域別）          （単位：人） 

区分 

医師数 人口１０万人対医師数 

平成 26 年 

（2014） 

平成 28 年 

（2016） 

 平成 26 年 

（2014） 

平成 28 年 

（2016） 

 

 前回比  前回比 

全 国 296,845 304,759 311,963 
  +7,204 
（+2.4%） 233.6 240.1 246.7 

 +6.6 
（+2.7%） 

広 島 県 7,145 7,224 7,286 
+62 

（+0.9%） 252.2 254.6 258.6 
+4.0 

（+1.6%） 

 
二
次
保
健
医
療
圏 

広島 3,778 3,844 3,891 +47 278.3 281.2 284.4  +3.2 

広島西 359 387 387 0 254.9 271.5 272.1  +0.6 

呉 789 767 749 ▲18 310.2 306.2 307.7  +1.5 

広島中央 413 432 448 +16 183.0 190.1 196.8  +6.7 

尾三 547 550 554 +4 216.6 221.1 228.9  +7.8 

福山・府中 1,047 1,029 1,040 +11 204.9 200.5 204.0  +3.5 

備北 212 215 217 +2 231.9 240.5 250.8  +10.3 

過疎市町（※） 460 457 452 ▲5 188.7 190.5 195.1  +4.6 

その他市町 6,532   6,767 6,834 +57 258.2   260.4  264.0   +3.6 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」（各年）から広島県作成（県内の地域別の人口 10 万人対医師数は，
各年 10 月 1日現在の推計人口を基に算出したもの） 

※ 過疎市町は，過疎地域自立促進特別措置法に基づき過疎地域として公示された市町のうち，管内全域が過疎地域とされる市
町（三次市，庄原市，府中市，安芸高田市，江田島市，安芸太田町，北広島町，大崎上島町，世羅町，神石高原町） 

  

平成 30 年 

（2018） 
平成 30 年 

（2018） 
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平成 26（2014）年の「無医地区等調査」では，本県の無医地区は５４地区あり，全国

で２番目に多い状況となっています。 

平成 21（2009）年の前回調査と二次保健医療圏別で比較すると，２圏域で減少し，１

圏域で増加しており，県東部・北部地域への偏りが大きくなっています。 

 

図表 2 県内の無医地区数 

二次保健医療圏 
平成 21 年 

（2009） 

平成 26 年 

（2014） 
増減 ≪所在市町別数≫ 

計：54 地区 
広島 7 6 ▲1 

広島西 1 0 ▲1 

呉 0 0 ±0 

広島中央 0 0 ±0 

尾三 4 4 ±0 

福山・府中 6 9 ＋3 

備北 35 35 ±0 

計 53 54 ＋1 

 

 

 

 

（２）性・年齢構成別の状況 

県内医師数の推移を性別でみると，全国の傾向と同様に，女性の割合は年々増加しており，

平成 30（2018）年では 20.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※無医地区：概ね半径４㎞の区域内に５０人以上が居住している地区で，医療機関が無く，かつ，容易に医療機関を利用

することができない地区 

※過疎市町：過疎地域自立促進特別措置法に基づき過疎地域として公示された市町のうち，管内全域が過疎地域とされる

市町（三次市，庄原市，府中市，安芸高田市，江田島市，安芸太田町，北広島町，大崎上島町，世羅町，神石高原町） 

 

 

（23） 

（8） 

（2） 

（2） 
（1） 

（12） 

（2） 
（2） 

（1） 
（1） 

過疎市町 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」 

5,471  5,584  5,735  5,820  5,815  5,826  

1,053  1,164  1,257  1,325  1,409  1,460  

16.1% 
17.2% 

18.0% 
18.5% 

19.5% 20.0% 

18.1% 
18.9% 

19.6% 
20.4% 

21.1% 
21.9% 

10.0%

15.0%

20.0%

0

2,000

4,000

6,000

H20年 H22年 H24年 H26年 H28年 H30年 

男性 女性 女性の割合（広島県） 女性の割合（全国） 

（人） 

図表 3 本県の男女別医師数の推移 
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年齢構成別の推移をみると，60 歳代以上が増加しており，また，平成 30（2018）年

の平均年齢は 51.8 歳で，全国平均（49.9 歳）を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全県及び二次保健医療圏別の年齢構成割合を全国と比較すると，平成 28（2016）年で

は，39 歳以下の若年層の割合は，全ての地域で全国平均（30.4％）を下回っており，65

歳以上の割合は，全ての地域で全国平均（15.9％）を上回っています。 

 

 

平成 28 年 

（12.31 現在） 

39 歳 
以下 

40～64 歳 
65 歳 
以上 

合計 
構成割合 

39 歳以下 40～64 歳 65 歳以上 

広島県 1,854 3,997 1,373 7,224 25.7% 55.3% 19.0% 

   広島 1,080 2,099 665 3,844 28.1% 54.6% 17.3% 

  広島西 100 212 75 387 25.8% 54.8% 19.4% 

  呉 201 415 151 767 26.2% 54.1% 19.7% 

  広島中央 77 263 92 432 17.8% 60.9% 21.3% 

  尾三 110 322 118 550 20.0% 58.5% 21.5% 

  福山・府中 224 574 231 1,029 21.8% 55.8% 22.4% 

  備北 62 112 41 215 28.8% 52.1% 19.1% 

全国 92,603 163,721 48,435 304,759 30.4% 53.7% 15.9% 

出典：平成 28 年「医師・歯科医師・薬剤師調査」結果から広島県作成 

 

  

図表 4 本県の年齢構成別医師数の推移 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」 

図表 5 本県の年齢構成別医師数（二次保健医療圏別） 

607  

555  

541  

548  

542  

486  

1,214  

1,299  

1,333  

1,309  

1,309  

1,390  

1,554  

1,606  

1,573  

1,583  

1,573  

1,615  

1,613  

1,617  

1,694  

1,696  

1,610  

1,481  

1,396  

1,395  

1,260  

1,141  

987  

827  

902  

752  

744  

715  

727  

725  

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

Ｈ30年 

Ｈ28年 

Ｈ26年 

Ｈ24年 

Ｈ22年 

Ｈ20年 

２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０歳以上 

（年） 

（人） 

 

区分 

平成 30（2016）年  

平均年齢 
65 歳以上 

の割合 

広島県 51.8 歳 20.3％ 

全国 49.9 歳 16.8％ 
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（３）診療科別の状況 

本県の診療科別の医師数を，人口比（10 万人対医師数）で全国と比較すると，一部の診療

科で全国平均を下回っています。 

（人） 

診療科 
医療施設 

従事医師数 

人口１０万人対医師数 

広島県 全国 全国との差 

内科（注 1） 2,834 99.8 90.1 9.7 

皮膚科 207 7.3 7.3 0.0 

精神科 358 12.6 12.5 0.1 

心療内科 20 0.7 0.7 0.0 

外科（注 2） 768 27.1 21.8 5.3 

泌尿器科 152 5.4 5.9 ▲0.5 

脳神経外科 194 6.8 5.9 0.9 

整形外科 532 18.7 17.2 1.5 

形成外科 40 1.4 2.2 ▲0.8 

眼科 312 11.0 10.5 0.5 

耳鼻咽喉科 217 7.6 7.3 0.3 

婦人科 17 0.6 1.5 ▲0.9 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 58 2.0 2.1 ▲0.1 

放射線科 147 5.2 5.3 0.2 

麻酔科 222 7.8 7.6 0.2 

病理診断科 39 1.4 1.6 ▲0.2 

臨床検査 12 0.4 0.5 ▲0.1 

救急科 63 2.2 2.8 ▲0.6 

※産科・産婦人科（注 3） 238 42.2 43.9 ▲1.7 

※小児科（注 4） 378 102.5 109.9 ▲7.4 
出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（平成 30 年）から広島県作成 
※医師数は，同調査の「主たる従業地による都道府県」・「主たる診療科」による。 
（注 1）内科：内科，呼吸器内科，循環器内科，消化器内科，腎臓内科，神経内科，糖尿病内科， 

血液内科，アレルギー，リウマチ，感染症内科の計 
（注 2）外科：外科，呼吸器外科，心臓血管外科，乳腺外科，気管食道外科，消化器外科， 

肛門外科，小児外科の計 
        ※算出基礎人口は，住民基本台帳人口（H31.1.1）による。 

（注 3）「産科・産婦人科」の人口比は，15-50 歳未満女性人口を用いて算出。 
（注 4）「小児科」の人口比は，0-15 歳未満人口を用いて算出。 

 

 

区分 医師数 区分 医師数 区分 医師数 

総合内科 709 消化器病 551 透析 119 

小児科 322 腎臓 95 老年病 40 

皮膚科 132 肝臓 164 消化器内視鏡 402 

精神科 248 神経内科 104 臨床遺伝 25 

外科 563 糖尿病 84 漢方 34 

整形外科 441 内分泌代謝科 21 レーザー 3 

産婦人科 215 血液 72 気管支鏡 44 

眼科 236 アレルギー 98 核医学 15 

耳鼻咽喉科 190 リウマチ 91 大腸肛門病 56 

泌尿器科 127 感染症 20 婦人科腫瘍 19 

脳神経外科 173 心療内科 13 ペインクリニック 31 

放射線科 152 呼吸器外科 36 熱傷 4 

麻酔科 171 心臓血管外科 40 脳血管内治療 35 

病理 32 乳腺 36 がん薬物療法 30 

救急科 94 気管食道科 29 周産期（新生児） 30 

形成外科 34 消化器外科 167 生殖医療 8 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 70 小児外科 15 小児神経 25 

呼吸器 160 超音波 51 一般病院連携精神医学 9 

循環器 293 細胞診 46 麻酔科標榜医 284 

図表 6 本県の診療科別医師数(平成 30（2018）年) 

図表 7 本県の診療科別医師数(平成 30（2018）年) 

(取得している広告可能な医師の専門性に関する資格及び麻酔科の標榜資格医師数) 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（平成 30 年） 

※２つ以上の資格を取得している場合は，重複計上している。 
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２ 医師偏在の地域比較（医師偏在指標） 

 医師の地域偏在を測る指標としては，これまで，地域ごとの医師数の人口比（10 万人対）

を用いた比較が一般的に用いられてきましたが，新たに『医師偏在指標』が定義され，この統

一指標を基に全国ベースで「三次保健医療圏（都道府県）」・「二次保健医療圏」ごとの医師の

多寡を比較する方法が導入されました。 

 厚生労働省が，平成 28 年の医師数等調査を用いて算定した医師偏在指標では，本県は，三

次医療圏単位では 241.4 ポイントで全国 20 位とされ，二次保健医療圏単位では，3 圏域が

上位 33.3％の順位にあるとされています。 

全国順位が上位 33.3％の順位にあるとされる県内の 3 圏域（図表 8 中〈※〉）は，比較的

医師が多いとされる地域として，医療法第 30 条の 4 第 7 項に該当する区域（医師多数区域）

とします。 

なお，医師偏在指標による評価（算定数値及び順位）は，あくまで全国ベースで地域間の医

師数の多寡を比較するものであって，各々の地域内における医師の絶対的な充足状況を表すも

のではありません。 

図表 8 広島県における医師偏在指標 

区分 地域 医師偏在指標（全国順位） 全国状況 

三次保健医療圏 

（都道府県） 
広島県 241.4（20 位） 

全国平均値：239.8 

二次保健医療圏 広島 286.0（37 位）〈※〉 

広島西 233.4（73 位）〈※〉 

呉 264.6（51 位）〈※〉 

広島中央 192.9（123 位） 

尾三 181.3（155 位） 

福山・府中 186.4（142 位） 

備北 197.5（111 位） 

 

 

 

  

≪ 医師偏在指標の算出式 ≫             （引用：第66回社会保障審議会医療部会資料） 
 

• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを 

用いて調整する。 

• 従来の人口10万人対医師数をベースに、地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを調整する。 

 

医師偏在指標 ＝               
 

 

標準化医師数 = Σ性年齢階級別医師数 ×  
 

地域の標準化受療率比(※１) ＝ 地域の期待受療率 ÷ 全国の期待受療率（※２） 
 

地域の期待受療率(※２) ＝ 
 
 （出典）性年齢階級別医師数：平成 28 年医師・歯科医師・薬剤師調査 

平均労働時間：「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」 

（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班） 

性年齢階級別受療率：平成26年患者調査及び平成27年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

人口：平成29年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

※患者流出入は、流出入発生後のデータ（診療行為発生地ベース）を分母で用いることにより、加味している（平成 26 年患者調査より） 

 

標準化医師数 
地域の人口 ÷ 10万 × 地域の標準化受療率比（※１） 

Σ（全国の性年齢階級別受療率×地域の性年齢階級別人口） 

地域の人口 

性年齢階級別平均労働時間 

全医師の平均労働時間 



13 

 

３ 本県の医師確保対策の取組 

（１）医師確保対策等の推進体制（広島県地域医療支援センター） 

本県では，平成 23（2011）年 7 月に，広島県医師会，広島大学，県，市町等の参画に

より，「財団法人広島県地域保健医療推進機構」（平成 25（2013）年 4 月から「公益財団

法人」に移行）を設立し，県内関係者の連携・協力体制の下で，医師の確保・定着促進や人

材育成等を推進しています。 

  同機構内に「広島県地域医療支援センター」（県委託事業）を設置し，臨床研修医の誘致

や県内外医師への就業紹介・あっせん，過疎地域における県育成医師の配置調整，女性医師

の職場環境の向上支援など，医師の確保と定着促進につなげる各種取組を進めています。 

また，地域医療支援センターは，県内の医師確保対策に係る推進組織（広島県医療対策協

議会）と，へき地医療対策の推進組織（広島県へき地医療支援機構）の事務局を併せて担う

ことで，地域医療の確保と，それを担う医師の確保・育成を一体的な体制の下で緊密に連携

させながら，総合的に進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域医療を担う医師の育成・配置  

全都道府県が共同で設置している自治医科大学を卒業した本県出身医師を県職員として採

用し，中山間地域等の公立医療機関等へ派遣することで，地域の医療提供体制を支えていま

す。現在（平成 31（2019）年 4 月時点），中山間地域等に所在する 13 医療機関へ，20

名の医師を派遣しています。 

 

また，大学医学部の臨時定員増等による「地域枠」を広島大学（医学部ふるさと枠）及び

岡山大学（医学部地域枠広島県コース）に設定し，各大学との連携・協力体制の下で，県内

の地域医療を担う医師の育成を進めています。 

現在（平成 31（2019）年 4 月時点），臨床研修（医師免許取得後 2 年間の法定研修）

を修了した地域枠卒業医師のうち，中山間地域での勤務者は 17 名，指定診療科（病理診断

科）では２名が勤務しており，県内各地の医療現場で活躍しています。 

図表 9 広島県地域医療支援センターの事業概要 

医
師
確
保 

環境整備 

自治医大，ふるさと枠等， 

医師育成奨学金 

臨床研修医の県内誘致 

県外医師のＵＩＪターン支援 

女性医師  

ベテラン医師（就職支援） 

意識啓発・連携体制 

医療対策協議会事務局 

へき地医療支援機構事務局 

若手医師（研修研鑽等支援） 

 

（
医
師
・
研
修
医
・
医
学
生
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
） 

地
域
医
療
の
充
実 

養 成 

（配置調整） 

 

活躍支援 

誘 致 

（職業紹介） 
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  その他，本県出身の全国の医学生等を対象に，地域枠と同様に奨学金を貸与し，将来，県

内の地域医療等を支える医師の育成を進めています。 

 

図表 10 県育成医師の地域別勤務者数       （人） 

勤務地域等 
自治医科大学 
卒業医師 

（県職員派遣） 

地域枠卒業医師 
（広島大学・岡山大学） 

奨学金貸与医師 
（一般募集） 

中山間地域 20 17 6 

その他の地域 4 15 8 

指定診療科（病理） - 2  

計 24 34 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）勤務環境改善支援等 

本県では，平成 27（2015）年 10 月から医療従事者の離職防止や定着促進，医療安全

の確保等を図るため，勤務環境改善に取り組む医療機関をサポートする「広島県医療勤務環

境改善支援センター」を設置し，医業経営アドバイザーの派遣や医療勤務環境セミナーの開

催等を行っています。 

 

 

年度 
平成 27 年度 
（2015） 

平成 28 年度 
（2016） 

平成 29 年度 
（2017） 

平成 30 年度 
（2018） 

計 

病院 38（38） 67（67） 41（12） 43（13） 189（130） 

診療所 0 0 1（1） 9（8） 10（9） 

計 38（38） 67（67） 42（13） 52（21） 199（139） 

 

 

 

（人） 

（年度） 

出典 ： 広島県健康福祉局（各年度 4月 1 日現在） 

図表 11 本県の「地域枠」在学生・卒業医師数の推移 

入学定員（H31 年度） 

広島大学 １８名 

岡山大学 ２名 
 

  

   

   

 

【卒業医師の内訳（H31 年度）】 

36 15 

17 臨床研修 

その他の地域 

で勤務 

中山間地域 

で勤務 

2 
指定診療科 

（病理） 

出典 ： 広島県健康福祉局（平成 31 年 4 月時点） 

※医師数は，臨床研修修了後（医師免許取得後３年目以上）の数 

※指定診療科：奨学金貸与医師の勤務要件（奨学金の返還免除要件）において，中山間地域での勤務と同等の 

扱いとする診療科 

図表 12 医療勤務環境セミナー参加医療機関数 

出典 ： 広島県健康福祉局                                       （ ）は新規参加医療機関数で内数。 
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医師の業務は，昼夜問わず，患者対応を求められうる仕事であり，他の職種より長時間労

働が顕著であることに加えて，医療技術の発達や，より質の高い医療ニーズの高まり，患

者本人や家族へのきめ細かい対応が求められる等の業務内容の特殊性から，長時間労働に

拍車がかかっている実態があります。 

このため，令和６（2024）年度から，「医師の働き方改革」による新たな時間外労働規

制の導入が予定されています。 

制度導入に向けては，国会議「医師の働き方改革に関する検討会」において，医師の労働

時間短縮・健康確保と必要な医療の確保の両立という観点から，医師の時間外労働規制の具

体的な在り方，労働時間の短縮策等について検討が進められ，医師の業務の特殊性を踏まえ

た時間外労働の上限水準が定められるとともに，医療機関のマネジメント改革（管理者・医

師の意識改革，業務の移管・共同化（タスク・シフティング，タスク・シェアリング），Ｉ

ＣＴ等の技術を活用した効率化等）など労働時間を短縮するための具体的方向性なども示さ

れ，制度導入に係る議論が，国において現在も進められています。 

 

図表 13 本県の診療科別医師数（病院-診療所別・平成 30（2018）年) 

診療科 
医療施設従事医師数（人） 

病院 診療所 計 

内科（注 1） 1,505 1,329 2,834 

皮膚科 76 131 207 

小児科 209 169 378 

精神科 276 82 358 

心療内科 5 15 20 

外科（注 2） 611 157 768 

泌尿器科 111 41 152 

脳神経外科 151 43 194 

整形外科 329 203 532 

形成外科 26 14 40 

眼科 90 222 312 

耳鼻咽喉科 89 128 217 

産科・産婦人科 129 109 238 

婦人科 7 10 17 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 55 3 58 

放射線科 128 19 147 

麻酔科 209 13 222 

病理診断科 35 4 39 

臨床検査 12 0 12 

救急科 63 0 63 

臨床研修医 359 0 359 

その他 68 51 119 

計 4,543 2,743 7,286 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

※医師数は，同調査の「主たる従業地による都道府県」・「主たる診療科」による。 

（注 1）内科：内科，呼吸器内科，循環器内科，消化器内科，腎臓内科，神経内科，糖尿病内科， 

血液内科，アレルギー，リウマチ，感染症内科の計 

（注 2）外科：外科，呼吸器外科，心臓血管外科，乳腺外科，気管食道外科，消化器外科， 

肛門外科，小児外科の計 
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図表 14 病院常勤医師の診療科別勤務時間の比較（全国） 

○週当たりの病院常勤医師の「勤務時間」及び「勤務時間 60 時間以上である医師の割合」 

診療科 勤務時間 
週 60 時間以上 

勤務者の割合 
診療科 勤務時間 

週 60 時間以上 

勤務者の割合 

内科系 56:41 39.9％ 精神科 51:14 27.5％ 

外科系 60:18 46.6％ 放射線科 53:29 28.5％ 

産婦人科 61:42 53.3％ 臨床研修医 60:56 48.0％ 

小児科 57:42 44.6％ その他 52:48 31.2％ 

救急科 60:16 47.5％ （全体） (57:10) (40.6％) 

麻酔科 53:54 32.9％    

出典：「第２回医師の働き方改革検討会議」（厚生労働省）会議資料から引用 

 

 

【参考】 「医師の働き方改革」による時間外労働規制について（検討中の内容） 

     （「医師の働き方改革に関する検討会報告書」より） 

     （Ａ）水準 （Ｂ）水準 （Ｃ）水準 

36 協定で締結でき

る時間数の上限 

①通常の時間外労働 

（休日労働を含まない。）    

②「臨時的な必要がある

場合」 

（休日労働を含む。） 

   

 
  

③36 協定によっても越えられない時間外労働

の上限時間（休日労働を含む。） 

   

   

     （Ａ）水準：医療機関で患者に対する診療に従事する勤務医の時間外労働の上限水準 

     （Ｂ）水準：地域医療提供体制の確保の観点から，やむを得ず（Ａ）水準を超えざるを得ない場合を想定した 

「地域医療確保暫定特例水準」 

   （Ｃ）水準：①臨床研修医・専門研修中の医師の一定期間集中的に知識・手技の習得，②高度な技能を 

有する医師を育成する必要がある分野において新しい診断・治療法の活用・普及等が図られるよう 

にするための「集中的技能向上水準」 

月 45 時間以下・年 360 時間以下 

月 100 時間未満（例外あり） 
 

年 1,860 時間以下  

年 960 時間以下  年 1,860 時間以下  

年 960 時間以下  

月 100 時間未満（例外あり） 
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 課 題                                   
 

１ 医師の偏在 

 県内のどこに住んでいても安心して医療が受けられる体制が維持されるには，県全体とし

て必要な医師が継続して確保されるとともに，無医地区に代表される中山間地域等の医師が

少なく，また医療へのアクセスが容易ではない地域においても，適切に必要な医療が提供さ

れる体制や仕組みが構築され，また維持されることが必要です。県内の医師数は増加してい

ますが，その増加は主に都市部等に集中しており，医師としてのキャリア形成に係る勤務環

境や，子育てなどの生活環境に対する不安や懸念が，中山間地域等での就業と定着を阻む要

因となっています。 

本県では，中山間地域等への医師確保対策として，自治医科大学による医師育成や，大学

医学部医学科に「地域枠」を設けて地域医療を担う医師の育成を進めています。地域枠の卒

業医師が，順次，県内各地で勤務を開始していますが，地域の実情やニーズを踏まえて，ま

た本人の希望する進路やキャリア形成を考慮しながら，大学や関係機関の協力を得て計画的

に配置を行っていくことが必要です。 

 
 また，診療科別の本県の状況をみると，産科・小児科などの医師が，全国と比較して少な

い状況にあります。特に産科は，勤務時間が長時間にわたり，医師一人当たりの負担が特に

大きい勤務環境にある実態などから，専門医の確保が一層困難な状況となっており，県内の

周産期医療提供体制を維持していくための喫緊の課題です。 

 
 

２ 次代を担う医師の確保・育成 

 高齢・過疎化の進展や人口構造の変化に加え，今後，「地域医療構想」に基づく医療機関

の役割分担等や，「医師の働き方改革」による労働時間規制が進められていく中で，地域の

実情等に応じて医療資源が適切に配置され有効に機能していくように，将来を見据えて，医

師の確保を進めていくことが必要です。 

本県では，若年層の医師が減少傾向にあるとともに，６５歳以上の割合が比較的高い状況

から，今後，医師の世代交代が進んでも，将来にわたって，安心して医療が受けられる体制

が維持されるために，医師の年齢構成のバランスが保たれるよう，若手医師等の県内就業と

定着を図ることが求められます。医師臨床研修制度が，平成 16（2004）年度から導入さ

れて以降，減少していた県内の臨床研修医は徐々に増加傾向にありますが，臨床研修を修了

した地域で，引き続き勤務を継続する研修医の割合が高いことから，臨床研修医が安定的に

確保されることが望まれます。 

 また，県内就業への誘致や定着促進を図るには，就業のきっかけとなる各種情報が得られ

やすい環境を広く提供するとともに，本人の希望やニーズに応じたきめ細やかな支援が行え

る体制が不可欠です。 

 
平成 30（2018）年度から開始された新たな「専門医制度」は，若手医師の就業に直接

影響するため，県内への定着につながる制度・機会となりうる反面，地域・診療科の偏在悪

化を招きかねないことが懸念されます。 

また，令和２（2020）年度に開始する専門研修に係る専攻医登録から，一部の診療科に 
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おいて都道府県ごとの採用上限数（シーリング設定）が導入され，また，基本 19 診療科の

先にあるサブスペルャリティ領域に係る国等での議論も進められていることから，これらの

動向等を注視しつつ，専攻医の確保と就業促進を進めていく必要があります。 

 

県内の医療機関等が提供する専門研修プログラムが，臨床研修後の目指す進路や希望に適

うものとして選択されて，県内就業につながるように，研修医療機関相互の協力と緊密な連

携体制の下で，県全体の取組として，将来の広島県の医療を担う専攻医の確保と育成を進め

ていくことが求められます。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：医師臨床研修マッチング協議会調べ 

 

 

 

 

 

 

 

     

出身地 出身大学 
臨床研修病院 

(全て県内) 

卒後３年目勤務先 

(専攻医としての勤務先) 
該当人数 計 

県内 

県内 
広島県内 

（県内出身：91 人） 

県内 45 
 

◎県内就業 

 110 人（80％） 

 

○県外へ転出 

  27 人（20％） 

 

（回答数：137） 

県外 2 

県外 
県内 38 

県外 6 

県外 

県内 
広島県内 

（県外出身：46 人） 

県内 15 

県外 5 

県外 
県内 12 

県外 14 

      出典：広島県地域医療支援センター調べ（平成 30 年度） 

 

 

図表 16 県内の臨床研修修了者（出身別）の就業先（県内外別数） 

※医師臨床研修制度： 

医師が将来専門とする分野に関わらず，基本的な診療能力を身に着けることができるよう，医師免許取得後の２年間 

に行う研修のこと。 

※医師臨床研修マッチング： 

医師免許を得て臨床研修を受けようとする者（研修希望者）と，臨床研修を実施する病院との間で，各々の希望を踏まえて，その組み

合わせを決めるもので，全国一斉に就業（初任）先を決める仕組み。 

※グラフのうち，導入前（H15）は，平成 15 年 4月 1日の県内新卒採用者数。Ｈ15 以降は，翌年 4月 1日採用に向けたマッチングによる県

内マッチ者数。 

H31 
(R1) 

 

H25 H20 

（人） 

導入前 
（Ｈ15） 

H15 

図表 15 医師臨床研修マッチング者数の推移 
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二次保健医療圏 

専門研修プログラム専攻医数  

差 

 

Ｈ30 年度研修開始 

（新規就業医師数） 

Ｒ元年度研修開始 

（新規就業医師数） 

広島 105 （64%） 92 （61%） ▲13 

広島西 9 （5%） 10 （7%） ＋1 

呉 19 （12%） 22 （14%） ＋3 

広島中央 6 （4%） 3 （2%） ▲3 

尾三 8 （5%） 6 （4%） ▲2 

福山・府中 8 （5%） 6 （4%） ▲2 

備北 8 （5%） 12 （8%） ＋4 

計 163 （構成割合） 151 （構成割合） ▲12 

出典：広島県地域医療支援センター調べ（各年度 4 月時点） 

 

３ 勤務環境の改善等 

  全国状況と同様に，県内の女性医師数・割合は，年々増加しています。医師業務は夜間勤

務や長時間勤務が多いことから，出産・育児や家族介護等との両立が難しいことを理由とし

て，女性医師が離職に至るケースも発生しています。また，一度離職すると，医療の知識・

技術は日進月歩で進むため，医療現場に戻りづらいという業務の特殊性も影響しています。

このため，出産・育児等のライフイベントや家族介護等を担う状況となっても，安心して勤

務を継続できる環境や職場づくりを進めていく必要があります。 

また，診療科別の女性医師の割合を全国状況でみると，産科等の一部の診療科で高い割合

となっています。女性医師が働きやすい環境づくりを進めて就業が継続されていくことは，

診療科偏在の悪化を防ぐことにも資するものです。 

県内の医師確保対策を推進していく上では，勤務の内容や職場環境による影響が大きい女

性医師をはじめ，若手医師，高齢医師等を含めて，様々な事情等に応じて，きめ細やかな対

応・支援を行い，就業の継続と定着，また離職者の復職につなげていくことが重要です。 

 

図表 18 診療科別の女性医師の割合（全国） 

診療科 女性医師の割合 診療科 女性医師の割合 

内科 18.2％ 眼科 38.8％ 

皮膚科 48.5％ 耳鼻咽喉科 21.4％ 

小児科 35.1％ 産科・産婦人科 37.6％ 

精神科 22.9％ 婦人科 38.4％ 

心療内科 24.8％ リハビリテーション科 24.0％ 

外科 9.5％ 放射線科 24.3％ 

泌尿器科 6.6％ 麻酔科 40.1％ 

脳神経外科 5.9％ 病理診断科 29.4％ 

整形外科 5.2％ 臨床検査科 21.2％ 

形成外科 32.0％ 救急科 14.8％ 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（平成 30 年）から広島県作成 

※広島県において，医療施設従事医師数（人口比）が全国平均を下回る診療科（図表 6） 

小児科，泌尿器科，形成外科，婦人科，産科・産婦人科，リハビリテーション科，病理診断科，臨床検査科，救急科 

図表 17 専門研修プログラム専攻医の新規就業者数（二次保健医療圏別） 
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本県では，「広島県医療勤務環境改善支援センター」において，勤務環境改善に取り組む

医療機関の支援等を行っていますが，県内には，改善の取組に着手等した医療機関（病院）

は半数程度で十分進んでいない状況から，自主的な勤務環境改善の取組が進むよう，継続

して働きかけを行っていく必要があります。 

 

   令和６（2024）年度から「医師の働き方改革」による新たな時間外労働規制の導入が予

定されていますが，医療の質の維持・向上を担保しつつ，医師の働き方改革を進めていくた

めには，県内の全ての地域において，提供される医療の内容等に応じた必要な医師が適切に

確保され，また維持されることが不可欠です。 

また，労働時間の短縮を図るには，医師の業務の効率化や，タスク・シフティング，タ

スク・シェアリングによる他の職種も含めた勤務環境改善等を進めることが必要となりま

す。それを実現するには，医療機関・当事者の取組だけではなく，行政による支援等や医

療を受ける地域住民の意識・行動を含めて，全ての関係者が各々の立場から，「医師」と，

医師から受ける「医療」の両方を社会全体で守っていくという共通の認識と理解をもって

進めていかなければなりません。 
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 目 標                                   
 

１ 第７次計画の進捗状況を測る指標 

  第７次計画全体の進捗状況の把握や振り返り等に用いる成果指標として，引き続き，次の

項目を医師確保対策に係る指標として定めます。また，第７次計画で設定する指標の共通事

項として，各指標の関連性を捉える観点から，3 つの区分（Ｓ，Ｐ，Ｏ）に分類します。 

 

図表 19 第 7 次計画における進捗状況を測る成果指標 

区

分 
指標等 目標の考え方 現状値 目標値（Ｒ5） 指標の出典 

Ｓ 
10 万人当たり医療

施設従事医師数 

現状の水準を 

維持・向上させます。 

[H30] 

258.6 人 

[R4] 

264.6 人以上 

厚生労働省「医師・

歯科医師・薬剤師調

査」 

Ｓ 

過疎地域の対10万

人当たり医療施設

従事医師数 

現状の水準を 

維持・向上させます。 

[H30] 

195.1 人 

[R4] 

203.4 人以上 
〃 

Ｓ 
30 歳代までの医療

施設従事医師数 

現状の水準を 

維持・向上させます。 

[H30] 

1,821 人 

[R4] 

1,977 人以上 
〃 

Ｐ 
初期臨床研修医の

マッチ者数 

マッチ者数の安定的確

保を目指します。 

[過去 10 年平均] 

162.3 人 
（Ｈ31：170 人） 

181 人 
医師臨床研修マッチ

ング協議会調べ 

Ｏ 
自治医大卒業医師

県内定着率 

県内定着率を増加させ

ます。 

[H30 末] 

71.6％ 
75％ 県健康福祉局調べ 

Ｓ 

ふるさとドクター

ネット広島登録者

数 

毎年120人ずつ増やしま

す。 

[H30 末] 

2,829 人 
3,137 人 〃 

Ｏ 

短時間正規雇用に

よる女性医師数

（支援医師数） 

女性医師の就業環境の

向上を支援し，維持しま

す。 

[H30] 

延 155 人 
延 155 人以上 〃 

Ｓ：ストラクチャー指標，Ｐ：プロセス指標，Ｏ：アウトカム指標 
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２ 医師偏在指標に基づく目標医師数 

  医師偏在指標の算定結果に基づく全国規模の偏在是正を進める観点から，本計画期間中に

おける「確保すべき目標医師数」（厚生労働省の算定結果）は，下表（イ）のとおりです。 

  この目標医師数の定義は，医師偏在指標の算定において，各地域が下位 33.3％の順位に

達する場合の医師数であって，本県では，この下位 33.3％以下の地域は存在しないことか

ら，全ての地域において，現状値（ア）が上回っている状況にあります。 

将来時点（2036 年）に向けて，計画を重ねるごとに段階的に，全国規模での地域偏在

の解消を進めていく上での令和５（2023）年度に向けた目標設定である趣旨を踏まえて，

本県における医師数の目標は，県内二次保健医療圏間に介在する地域偏在を改善していくた

めの目安として設定し，各医療圏において次のとおりとします。 

 

  比較的医師が多いとされる３圏域（広島，呉，広島西）では，将来時点（2036 年）

に至るまで「全国平均以上である現在の水準を維持すること」を目標とします。 

  その他の 4 圏域（広島中央，尾三，福山・府中，備北）では，上記 3 圏域との偏在

が計画を重ねるごとに改善に向かい，将来時点（2036 年）に至るまでに「全国平均に

達する水準となる」ことを目標とします。 
 

なお，医師偏在指標は，医療計画の改定又は見直しの度に算定されて改められることから，

目標設定の基準となる全国平均も変動することとなります。このため，後年の計画改定等を

行う度に，医師偏在指標の算定結果に基づいて目標数を改めます。 

また，将来時点（2036 年）において必要となる医師数の目標は，今後，国において医

師のマクロ需給推計の議論が進められる予定であり，その動向等を注しつつ検討していきま

す。 

図表 20  医師偏在指標に基づく本県の目標医師数等 

区分 

厚生労働省算定結果 

現状値と 

参考値の差 

 

医師偏在指標に基づく

本計画期間における医

師数の目標 

（2023 年） 

医師 

偏在 

指標 

現状値 

（標準化医師数） 

 

（2016 年） 

確保すべき目

標医師数 
 

（2023 年） 

参考値 

（全国平均に 

達する医師数） 

（2023 年） 

- (ア) (イ) (ウ) (ア)-(ウ) (エ) 

三次保健医療圏 

（都道府県） 
241.4 7,144 6,160 － － － 

二
次
保
健
医
療
圏 

広島 286.0 3,817 2,166 3,215 602 （現在の水準を維持） 

広島西 233.4 383 259 384 1 〃 

呉 264.6 764 411 610 154 〃 

広島中央 192.9 419 344 510 ▲91 437 以上 

尾三 181.3 538 433 643 ▲105 559 以上 

福山・府中 186.4 1,003 840 1,246 ▲243 1,051 以上 

備北 197.5 217 158 235 ▲18 221 以上 

（ア）現状値：平成 28 年「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）による圏域内医師数を基に，性・年齢階級別の平均労働時間に

よる係数を乗じて算定（標準化）した医師数で，医師偏在指標の算定に用いられた人数（小数点以下の端数切捨て。） 
(イ)確保すべき目標医師数：医師偏在指標の算定結果が，下位 33.3％の順位より上位（偏在指標：161.6）となる場合の医師数 

(ウ)参考値：医師偏在指標が，全国平均（239.8）となる場合の医師数  
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 施策の方向                                
  

１ 医師の確保の方針 

医師偏在指標の算定結果に基づく医師の多寡の状況を踏まえて，現在の医師数の水準を維

持又は向上するための本計画期間中における医師確保の方針を「三次保健医療圏」・「二次保

健医療圏」単位で次のとおりとします。 

 

（１）三次保健医療圏（県内全域） 

 医師偏在指標による都道府県間の比較によると，現時点では，本県は，概ね全国平均並

みとされていますが，若年層の医師が減少傾向にあるとともに，６５歳以上の割合が比較

的高い状況から，今後，世代交代が進んだ場合には医師が不足し，現状の体制が維持でき

なくなることが懸念されます。 

 また「医師の働き方改革」の導入による人材確保の必要性なども踏まえ，将来にわたっ

て県内の医療提供体制を維持するために，若手医師をはじめとする次代を担う医師の確保・

定着促進策を推進します。 

 

（２）二次保健医療圏（県内７圏域） 

 医師偏在指標の算定結果による県内状況は，７つの二次保健医療圏のうち，比較的医師

が多いとされる３圏域（医師多数区域）と，その他の４圏域に分かれる状況にあります。 

地域生活を支える医療提供体制は，各地域での医療資源の所在状況をはじめ，提供され

る医療の内容やアクセスの利便性など，様々な要因が影響するため，地域内の医師数のみ

で，その充足度を測ることは困難ですが，県内のどこに住んでいても安心して適切な医療

が受けられる体制が実現されるには，地域によらず，その中心を担う医師が継続して適切

に確保されることが必要です。 

そのため，現在，比較的上位とされる３圏域の水準は維持しつつ，他の４圏域に介在す

る偏在を縮小することを目指して，医療関係団体・機関等の連携協力体制の下で，地域医

療支援センターによる若手医師等の誘致・就業促進策等を継続して推進します。 

 

また，無医地区に代表されるように，二次保健医療圏内での地域間（都市部と過疎地域

等）の偏在は，医師偏在指標では表面化しないことから，これらの医師確保対策を進める

必要がある局所的な地域を“医師の確保を特に図るべき区域”（医師少数スポット）とし

て定め，スポットに対して県育成医師の配置等による医師確保対策を推進します。また，

へき地医療対策で実施している医療活動や環境づくりへの支援等を含めて，地域の実情や

ニーズを踏まえながら，受療機会の確保と医療提供体制の維持を図ります。 
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２ 医師少数スポットの設定 

二次保健医療圏より小さい単位で，地域内の医療提供体制を維持するために医師の確保が

特に必要な状況下にあり，地域の実情等を踏まえた細やかな対策実施が求められる地域を“医

師の確保を特に図るべき区域”（医師少数スポット）として，次の方針等に基づいて設定しま

す。 

  

  第７次計画におけるへき地医療対策の実施地域（過疎地域自立促進特別措置法・離島

振興法の適用地域）を対象として，設定単位を次のとおりとします。 

・「市町村介護保険事業計画」（介護保険法第 117 条）において県内市町が定める『日

常生活圏域』（地域包括ケアシステムの構築を目指す地域単位と同じ。） 

・医療へのアクセスに大きな制限がある『離島』 

  上記に該当する地域のうち，「無医地区」等の所在の有無や，地域医療の提供又は地

域内の医療提供体制を維持する拠点的機能を担う医療機関（へき地医療拠点病院，へき

地診療所，救急告示医療機関等）」の所在状況，医師偏在指標による地域偏在の状況な

どを踏まえて，対象地域を選定します。 

 

 

図表 21  「医師少数スポット」設定地域 

二次保健医療圏 所在市町 設定地域（日常生活圏域名等） 
備考 

（医師偏在指標・全国順位） 

広島 安芸高田市 吉田町，美土里町，高宮町 

286.0 （37 位） 安芸太田町 加計 

北広島町 芸北，大朝 

広島西 廿日市市 吉和 233.4 （73 位） 

呉 呉市 安芸灘 264.6 （51 位） 

尾三 三原市 三原市北部 

181.3 （155 位） 尾道市 北部，瀬戸田，百島※ 

世羅町 世羅町 

福山・府中 福山市 南部２ 

186.4 （142 位） 府中市 南部，北部 

神石高原町 神石高原町 

備北 三次市 北部，中部，東部 
197.5 （111 位） 

庄原市 庄原，西城，口和，高野，総領 

※百島：「離島」単位 
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 施策内容                                   

 

医師確保の方針に基づき，現在の医師数及び医療提供体制の水準を維持又は向上するための

各種の取組を推進します。 

取組を進めるに当たっては，若手医師等の県内就業・定着促進や県育成医師の配置調整など

の短期的に成果につなげる施策と，大学医学部地域枠の設定による長期的な視点に立った施策

を組み合わせることによって，県内のどこに住んでいても，安心して医療が受けられる体制が，

将来にわたって維持されるよう，医師の確保・育成に取り組みます。 

また，中山間地域等への医師確保対策は，へき地医療拠点病院等への支援等（へき地医療対

策）と一体的に推進することで，地域で必要とされる医療提供体制の維持を図ります。 

 

１ 医師偏在の是正 

（１）自治医科大学での医師育成・派遣 

毎年２名程度，自治医科大学へ本県出身学生を入学させ，中山間地域等において地域

医療の中心を担う医師を育成し，医師少数スポット等へ派遣することで，医療提供体制

の維持を図ります。 

 

また，派遣初任時には人材育成を重視して，専門医制度の研修プログラムを提供して

いる基幹的なへき地医療拠点病院等の協力を得て，派遣のローテートを通じて専門医認

定が得られる勤務につなげるなど，医師としてのキャリア形成を踏まえた派遣調整を行

うとともに，定期的な研修機会の確保や研修派遣の充実など，地域からの要請に応えな

がら専門医療が学べる機会・環境を提供することで，義務年限終了後においても，引き

続き，県内での勤務を希望し継続されるよう定着促進を図ります。 

 

（２）地域枠卒業医師等の育成・配置 

本県が設定している地域枠（広島大学ふるさと枠・岡山大学地域枠広島県コース）の

医学生や，全国の大学を対象に一般募集した医学生に対して「広島県医師育成奨学金」

を貸与し，地域医療を担う本県出身の医師を育成して，医師少数スポット等の医師不足

に悩む地域のニーズを踏まえて配置することで，地域の医療提供体制の維持を図ります。 

 

地域枠卒業医師については，「キャリア形成プログラム」に沿って，将来の進路やキャ

リア形成も考慮しながら関係調整を行い，「広島県医療対策協議会」での議論を経て，配

置先を決定します。地域医療への従事と，専門医療を学ぶ機会の両立が図られるように，

定期的な研修機会が得られる勤務環境の提供や，専門研修プログラムの履修等の本人の

目指す進路を踏まえて中山間地域等への配置方法・期間を工夫するなど，大学，配置先

医療機関，行政とが連携・協力した体制の下で配置を進めます。 

 

また，県奨学金の貸与による医師育成制度が，診療科偏在への対応にも資する機能も

担い，産科等の比較的少ないとされる診療科への誘導等につながるよう，その仕組・方

法等について関係者間での議論を深めながら進めていきます。 
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このほか，独自の奨学金貸与制度を設けて医師育成に取り組む県内市町の主体的な取

組に対して，県内就業と定着促進が図られるよう，協力・支援に取り組みます。 

 

（３）大学医学部寄附講座の設置 

広島大学医学部への寄附講座「地域医療システム学講座」において，地域医療に係る医学

生への教育の他，地域枠在学生の将来の勤務に向けた進路教育と一体感の醸成，地域枠卒業

医師のキャリア相談などを行い，県内の地域医療を担う医師の育成と活躍を支援します。 

 

（４）「広島県地域医療支援センター」による求職者・求人者間のあっせん 

 若手医師やベテラン医師等をはじめとする様々なニーズに応じた就業相談や求人・求職者

間の紹介・あっせん等を行い，就業・定着を支援することで，県内に広く医師の確保を図り

ます。 

 

（５）プライマリ・ケア医の育成等 

総合内科医，総合診療医，家庭医などを目指して，地域医療への従事を希望する医師を県

で採用し，中山間地域等の公的医療機関においてプライマリ・ケアを実践する県職員採用制

度を継続して，地域医療で活躍する医師育成に取り組みます。 

 

また，医師少数区域や医師の確保を特に図るべき区域（医師少数スポット）で勤務した医

師を認定する制度（厚生労働大臣認定）が令和２（2020）年４月から開始されることから，

認定取得に意欲のある医師が，医師少数スポット内での勤務を通じてその認定が受けられる

よう，関係機関の協力の下で制度の周知等に努めます。 

 

（６）偏在解消に向けた調査・研究等 

今後の過疎・高齢化の進展や人口構造の変化をはじめ，地域医療構想や医師の働き方改革

による制度改正，需給推計等の動向を注視しつつ，県内各地域の医師数や若手医師の就業状

況，世代交代等による影響等の実態把握と医療に関するデータ収集・分析等を継続して行い，

医師の確保・育成に係る各種取組の進捗状況等を継続的に検証しながら，県内の地域・診療

科偏在の解消に取り組みます。 
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２ 次代を担う若手医師等の確保・育成  

（１）臨床研修医等の確保 

   広島県地域医療支援センターと県内臨床研修病院が共同して，臨床研修病院合同説明会へ

出展し，医学生に対する県内研修施設のＰＲなどの広報・誘致活動を，広くかつ積極的に展

開するとともに，臨床研修病院による誘致活動への支援や，研修環境の向上等を図る関係会

議の開催などを通じて，将来の医療を担う臨床研修医の効果的な誘致と確保に取り組みます。 

また，広島県地域医療支援センターのホームページ「ふるさとドクターネット広島」やＳ

ＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）を活用して，県内研修施設情報の紹介や，各

種相談，地域医療の現場で活躍する医師の紹介など，医師・医学生等に対して，広く県内で

の就業や地域医療の魅力等を発信するとともに，関係者間の情報共有・ネットワーク構築に

つながる環境づくりに努めます。 

 

（２）専攻医の県内就業促進（専門医制度への対応） 

平成 30（2018）年度からスタートした「専門医制度」に対して，「広島県医療対策協

議会」や，「広島県地域保健対策協議会」等の場において，診療科ごとの採用上限数（シー

リング設定）やサブスペシャルティ研修に係る制度設計の動向等を注視しつつ，県内の専門

研修プログラム情報の共有や関係者間の意見交換，採用状況の検証等を行いながら制度運用

の円滑化を図るとともに，関係団体や研修施設が一体となって“ＡＬＬ広島”体制で，県内

の専門研修プログラムへの専攻医誘致を推進します。 

また，「ふるさとドクターネット広島」において，臨床研修と併せて県内の専門研修プロ

グラム内容やその魅力等をＰＲし，県内での専門研修に対する興味・関心が高まり，専攻医

の県内就業につながるよう，情報提供の充実に努めます。 

 

（３）高度・専門医療を担う人材の育成 

若手医師等が多くの症例を経験できる高度専門人材育成プログラムを構築し，効率的な

キャリア形成を支援することで，広島県内で高度・専門医療を担う人材の育成・確保を図り

ます。 
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－ 「広島県地域医療支援センター」による広報・情報発信 － 

 

○広島県地域医療支援センターホームページ「ふるさとドクターネット広島」 

県内の臨床研修病院や専門研修プログラムの情報，医療機関の求人情報等，県内の医

療現場に係る各種情報を広く発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○広報紙「ＥＴＴＯ」 

医学生・研修医・若手医師向けに広島県の医療現場の取組等を広く PR 

するため，年 2 回，発行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（紹介内容） 

○県内の臨床研修病院 

○専門医研修病院・プログラム内容 

○研修医・指導医インタビュー 

○女性医師インタビュー 

○県内医療機関の求人情報 

○イベント情報 

○相談コーナー など 
※ ホームページへ登録いただいた方には，メールマガジン等

で，県内の医療情報や地域情報などを提供しています。  

ふるさとドクターネット広島 検索 
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（４）中山間地域等での医師確保と人材育成支援 

本県のへき地医療対策の主要な推進方針として， 

中山間地域をグルーピングし，各ブロック内で， 

基幹的なへき地医療拠点病院等が，他の中小規模 

の拠点病院等へのバックアップ（医師派遣など） 

や広域的人材育成，地域の医療機関のネットワーク 

機能の中心を担うことで，医療提供体制を維持して 

いくことを推進しています。 

基幹的な医療機関が中心となって，広域的に医療提供体制を維持するとともに，地域内

での研修機会を広く提供する等の地域ぐるみの取組を支援することにより，中山間地域の

医療を担う若手医師等がモチベーションを高めて，自己研鑽の機会も得ながら地域医療に

従事できる環境づくりや，地域内連携体制の充実と発展を図ります。 

 

【「広域支援」と「人材育成」の取組状況】 

基幹的医療機関 取組内容等 

【芸北】 
◎安佐市民病院 

○「広島県北西部地域医療連携センター」を設置して，芸北地域内の 

広域支援と人材育成を一体的に推進 

【活動参加・協力等の共同実施機関】  

吉田総合病院，安芸太田病院，佐々部診療所，津田医院， 

豊平診療所，雄鹿原診療所，八幡診療所，公立邑智病院（島根県）等 

・へき地医療拠点病院等への診療応援 

（安芸太田病院，豊平診療所，雄鹿原診療所等） 

・地域内医療機関を繋ぐ合同Ｗｅｂカンファレンスの実施 

・自治医大・ふるさと枠医師等のキャリア形成支援 

（内科専門医研修プログラム等） 

・安芸太田病院勤務医（自治医大，ふるさと枠）の院外研修受け入れ 

【東部】 
◎福山市民病院 

○へき地医療拠点病院への診療応援（神石高原町立病院） 

○県境を越えた広域合同研修の定期開催 

○岡山大学地域枠医師等の臨床研修受け入れ 

【備北】 
◎市立三次中央病院 
◎庄原赤十字病院 

○「地域医療連携推進法人備北メディカルネットワーク」を設立して，

地域内医療機関の相互協力・連携等を推進 

【備北メディカルネットワーク構成医療機関】  

市立三次中央病院，三次地区医療センター，庄原赤十字病院， 

西城市民病院 

○地域内の医療機関をテレビ会議システムで繋ぐ広域合同研修の開催 

○自治医大・ふるさと枠医師等のキャリア形成支援 

（市立三次中央病院：内科専攻医研修プログラム， 

庄原赤十字病院：総合診療専門研修プログラム） 

○無医地区等への巡回診療や，へき地診療所の代診業務に 

ふるさと枠卒業医師を派遣（庄原赤十字病院） 

    

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

芸北 
備北 

東部 

◎ 
◎ 

◎ 

◎ 
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（５）次代を担う人材育成の取組 

広島県地域医療支援センターや広島大学地域医療システム学講座，県内の医療機関等が実

施する地域医療への動機付けや体験活動等の学習機会の提供など，次代を担う若者を育成す

る取組に対して協力・支援等を行います。 

 

○「地域医療セミナー」 

中山間地域等の医療機関の協力を得て，自治医科大

学の本県学生や地域枠学生等を対象に，地域医療への

理解を深めるための現地実習の機会を設けています。 

（広島県地域医療支援センター・ 

広島大学地域医療システム学講座の共同開催） 

 

○「ふるさと枠セミナー」（通称：ふるセミ） 

広島大学地域医療システム学講座が主催して，広大

ふるさと枠１～４年生を対象に，概ね週１回程度，昼

食をとりながらミーティングを行っています。  

診療の実技実習や臨床知識のミニ講義，地域医療を

テーマとした話し合いなどを，学生（主に３学年）が

相談して進めています。 

学年を超えて，将来につながる人間関係や絆をつく

る機会ともなっています。 

               

○「高校生医療体験セミナー」 

 医療への関心・理解促進やチーム医療の重要性を認

識する機会，また，将来の進路選択への動機付け等を

目的として，県内の高校生を対象とした体験セミナー

を，夏休み等の時期に，県内各地の医療機関で開催し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度開催・20 医療機関】 

安佐市民病院，広島共立病院，安芸太田病院，福島生協病院， 

廣島総合病院，中国労災病院，呉医療センター， 

県立障害者リハビリテーションセンター，八本松病院， 

三原病院，興生総合病院，公立みつぎ総合病院， 

尾道市立市民病院，福山市民病院，福山医療センター， 

脳神経センター大田記念病院，府中北市民病院， 

神石高原町立病院，市立三次中央病院，庄原赤十字病院 

（※医療圏順） 

訪問診療の様子（大和診療所） 

内視鏡体験の様子（市立三次中央病院） 

縫合体験の様子（興生総合病院） 

「ふるさと枠セミナー」の様子 
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（６）地域枠制度の運用 

地域枠を設定する入学定員枠である大学医学部の臨時定員増（広島県：１５名）は，令

和 3（20２１）年度まで暫定的に再度の設定が可能となったことから，引き続き，これ

までの地域枠入学定員数（広島大学：18 名，岡山大学：2 名）を令和 3 年度まで継続し

て，各大学の協力の下で，将来の本県の医療を支える医師の育成に取り組みます。 

令和４（202２）年度以降の入学定員については，今後，医師のマクロ需給推計と将

来の医療需要に見合う必要医師数の検討等が国において進められる予定であり，その動向

や制度見直し等の新たな方針に対応して，関係者との議論・調整を行いながら，将来を見

据えて必要となる養成数を勘案等した上で，計画的な制度運用を図ります。 

 

 

３ 勤務環境の改善等  

（１）女性医師等の就業等支援 

育児や介護等のための勤務負担軽減を図る短時間正規雇用の実施や，保育サービス利用

費の負担，宿日直勤務の負担軽減等の処遇改善や院内保育の施設整備・運営などに取り組

む医療機関を支援することにより，出産・育児等を行いながら勤務が継続できる環境づく

りを推進します。 

また，就業の継続や，離職した女性医師の復職，仕事と育児の両立が図られる環境・仕

組みづくり（保育サポーター派遣）等の取組を支援します。 

 

広島県地域医療支援センターにおいて，広島大学や広島県医師会等の関係団体とも連携

して女性医師からの相談支援等に取り組みます。 

 

（２）医療勤務環境の改善支援等 

「広島県医療勤務環境改善支援センター」による医療勤務環境の改善への動機付けや

セミナーへの勧誘等の働きかけ，医業経営アドバイザーによる支援等を引き続き行うと

ともに，勤務環境改善に向けた取組に着手している医療機関に対して，継続的な支援を

実施します。 

 

令和６（2024）年度から「医師の働き方改革」による新たな時間外労働規制が施行

されることから，国の検討状況・動向を注視しつつ県内状況の把握に努めるとともに，

労働関係機関とも協力して制度の周知を進めます。 

また，看護師の特定行為研修など，医療を支える関係職種の役割分担と協働が図られ

る人材育成への支援を通じて，タスク・シフティングやタスク・シェアリングの促進に

努めます。 

    

広島県地域医療支援センターは，医師の就業支援を担う立場から，広島県医療勤務環

境改善支援センターとの定期的な情報交換等を通じて，連携を図ります。 
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（３）住民理解の促進 

県内の医療人材の確保・定着促進を図るには，県・市町・関係団体・医療機関等の取

組だけではなく，住民を含めて地域全体の理解と協力が必要です。「医師の働き方改革」

の導入は，医療に関わるすべての人が，地域の医療機関が果たす役割や，その重要性を

改めて認識する契機でもあります。 

地域の医療を守るための市町や住民等の主体的な取組に対して協力するとともに，健

康の維持増進や早期受診，適正受診等への意識と行動が，地域の医療を守ることにもつ

ながるという認識が共有されて，地域に関わるすべての人が，医療提供体制を支える担

い手であるという理解を広げていくことで，医師の就業や定着しやすい環境づくりに努

めます。 
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第２ 産科医師確保計画 

 
医師確保計画のうち，産科については，政策医療の観点，医師の長時間労働となる傾向，診療

科と診療行為の対応も明らかにしやすいことなどから，個別に対策を取りまとめます。 

この計画は，第 7 次広島県保健医療計画の「周産期医療対策」を補完するものとして，当該

計画の一部として策定したものです。当該計画と本計画を合わせてご確認ください。 

 
 現 状                                   

１ 産科医師及び産婦人科医師の数 

本県の産科医師（産婦人科医師を含む。以下同じ。）の数は 238 人で，減少を続けていた

平成 18（2006）年以降，回復傾向にありましたが，前回調査から 6 人減となり，再び減少

に転じています。 

また，15歳～49歳の女性人口10万人あたりの診療所に勤務する産科医師については19.1

人（全国平均 16.0 人）と全国平均を上回っていますが，病院に勤務する産科医師の数では

22.6 人（全国平均 27.4 人）と，全国平均を下回っています。 

表 22-1 本県における産科・産婦人科医師数（人） 

区分 
平成 18 年 

（2006 年） 

平成 20 年 

（2008 年） 

平成 22 年 

（2010 年） 

平成 24 年 

（2012 年） 

平成 26 年 

（2014 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

総数 229 237 245 245 240 244 238 

病院 122 126 132 135 134 144 129 

診療所 107 111 113 110 106 100 109 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」 

 

２ 産科医師偏在指標 

  厚生労働省が算定した産科医師偏在指標によると，全国平均値は12.8であり，本県は12.2

で全国 22 位に位置しています。 

  地域（医療圏）別では，広島西圏域，広島中央圏域，福山・府中圏域，備北圏域の４圏域が

全国平均を下回っており，そのうち広島西圏域，広島中央圏域，福山・府中圏域の３圏域が下

位 33.3％の範囲にあり，産科医師が比較的少ない地域であるとされています。 

表 22-2 本県における産科医師偏在指標 

区分 地域 
医師偏在指標 
（全国順位） 

全国状況 

三次 
保健医療圏 
（都道府県） 

広島県 12.2（ 22 位） 

全国平均値：12.8 

 

二次 

保健医療圏 

 

広島 14.1（ 74 位） 

広島西 8.5（207 位） 

呉 16.4（ 44 位） 

広島中央 7.7（228 位） 

尾三 14.4（ 68 位） 

福山・府中 8.8（198 位） 

備北 11.1（130 位） 
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産科医師偏在指標では，順位付けによる下位 33.3％以内の都道府県または地域（医療圏）

が「相対的医師少数都道府県」，「相対的医師少数区域」として設定します。 

なお，これらの指標は，産科における地域偏在対策に関する検討を行うため，暫定的に算定

された指標であって，地域内の充足状況を表すものではありません。また，診療科間の医師偏

在を是正することを目的とするものでもありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 課題と施策の方向                                   
 
１ 課題 

本県は，「相対的医師少数都道府県」には該当していませんが，地域（医療圏）別では，「相

対的医師少数区域」に，広島西圏域，広島中央圏域，福山・府中圏域の３圏域が該当しており，

特に対策が必要な地域となっています。 

しかしながら，上位に位置する圏域であっても，総数として産科医師が充足しているとは言

えないため，これらの相対的に少数とされる圏域に配慮しつつ，県全体での産科医師の確保や

地域偏在の解消を始めとする対策を進めていくことが必要です。 

  

２ 医師の確保の方針 

産科医師偏在指標の状況を踏まえて，県全体として，現在の医師数の水準を維持又は向上す

るための取り組みを本計画期間中において実施します。 

また，「相対的医師少数区域」に該当する圏域については，この計画期間終了時に産科医師

偏在指標の下位 33.3％を脱する目安（基準値）を設け，県全体の産科医師数の底上げを図る

ことにより，医師の確保に努めます。 

【基準値】 

指標名 現状値 基準値 

産科医師 

偏在指数 

広島西圏域：8.5 

広島中央圏域：7.7 

福山・府中圏域：8.8 

9.2 

（計画期間終了時の下位 33.3％に達する値） 

 

≪ 産科における医師偏在指標の算出式 ≫        （引用：医師確保計画策定ガイドラインより） 
 

• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを用いて調整する。 

 

 

産科における医師偏在指標  ＝                
 

 
 
（※）標準化産科・産婦人科医師数 = Σ性年齢階級別医師数 ×  
 
 

注）医療施設調査の分娩数は９月中の分娩数であることから，人口動態調査の年間出生数を用い調整 

 

性年齢階級別平均労働時間 

全医師の平均労働時間 

標準化産科・産婦人科医師数（※） 
分娩件数（※） ÷ 1,000 件 
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 施策内容                                   

 

医師の確保の方針に基づき，以下の取組を推進します。 

 

１ 医師の確保  

（１）広島県地域医療支援センターによる医師の相談支援や地域の実情に応じた求人・求職者間

の紹介・あっせん，臨床研修や専門研修プログラムの県内外への PR など，センターを中心

とした医師確保対策を総合的に実施し，産科医師及び小児科医師（小児外科及び小児感覚器

科に従事する医師を含む）の確保・県内定着を図ります 

（２）将来，県内で医療に従事する医師を養成する「大学医学部地域枠」等において，産科・産

婦人科選択への動機付けを行うための制度を設けるとともに，地域枠医師を相対的医師少数

区域に計画的に配置できるように，大学・市町・医師会等の関係者と合意形成を図ります。 

また，大学等と連携して，産科医師や小児科医師を育成するための魅力ある専門研修プロ

グラムを実施するなど，地域で周産期医療を担う医師を育成します。 

（３）他県と比較して医師が少ない産科医師について，医療機関が支給する分娩手当等へ支援す

る処遇改善等の取組により，産科医の確保と定着を図ります。 

 

２ 周産期医療体制の確保 

ハイリスク妊娠・分娩に対応する周産期母子医療センター等の高次医療施設について，限ら

れた医療資源を有効に活用するため，重点化に向けた具体的な検討に着手します。 

また，日ごろからリスクに応じた患者紹介などが円滑に行われるよう，周産期医療機関相互

における連携体制を維持・確保します。 

 

３ 勤務環境の改善 

産科医師及び小児科医師は女性の割合が高いことから，短時間勤務や宿直・休日勤務等の免

除など，家庭と仕事の両立ができる柔軟な働き方が選択できるよう，相談体制や短時間勤務制

度を導入する病院への支援を充実させることにより，就業継続や定着を図るとともに，未就業

の女性医師の就業促進など勤務環境の改善を図ります。 
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第３ 小児科医師確保計画 

 

医師確保計画のうち，小児科については，政策医療の観点，医師の長時間労働となる傾向，診

療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことなどから，個別に対策を取りまとめます。 

この計画は，第 7 次広島県保健医療計画の「小児医療（小児救急医療を含む）対策」及び「周

産期医療対策」を補完するものとして，当該計画の一部として策定したものです。当該計画と本

計画を合わせてご確認ください。 

 

 現 状                                   

１ 小児科医師の数 

本県の小児科医師の数は 378 人で，平成 20（2008）年以降増加傾向にあります。 

また，小児人口（15歳未満）10万人あたりの診療所に勤務する小児科医師については45.2

人（全国平均 42.1 人）と全国平均を上回っていますが，小児医療にかかる病院勤務医の数は

56.0 人（全国平均 66.5 人）と，全国平均を下回っています。 

表 23-1 本県における小児科医師数（人） 

区分 
平成 18 年 

（2006 年） 

平成 20 年 

（2008 年） 

平成 22 年 

（2010 年） 

平成 24 年 

（2012 年） 

平成 26 年 

（2014 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

総数 336 332 346 362 368 365 378 

病院 166 169 169 185 198 198 209 

診療所 170 163 177 176 170 167 169 

出典 ： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」 

 

２ 小児科医師偏在指標 

 厚生労働省が算定した小児科医師偏在指標は，全国平均値は 106.2 であり，本県は 95.7

で全国 35 位に位置しており，下位 33.3％の範囲に含まれています。 

 地域（医療圏）別では，広島圏域，広島中央圏域，尾三圏域，福山・府中圏域の４圏域が全

国平均を下回っており，そのうち広島中央圏域，福山・府中圏域の２圏域が下位 33.3％の範囲

にあり，小児科医師が比較的少ない地域であるとされています。 

図表 23-2 本県における小児科医師偏在指標 

区分 地域 
医師偏在指標 
（全国順位） 

全国状況 

三次 
保健医療圏 
（都道府県） 

広島県 95.7（ 35 位） 

全国平均値：106.2 
二次 

保健医療圏 

広島 99.9（138 位） 

広島西 133.2（ 32 位） 

呉 117.6（ 72 位） 

広島中央 72.0（256 位） 

尾三 96.4（165 位） 

福山・府中 72.6（252 位） 

備北 108.0（102 位） 
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小児科医師偏在指標では，順位付けによる下位33.3％以内の都道府県または地域（医療圏）

を「相対的医師少数都道府県」，「相対的医師少数区域」として設定します。 

なお，これらの指標は，小児科における地域偏在対策に関する検討を行うため，暫定的に算

定された指標であって，地域内の充足状況を表すものではありません。また，診療科間の医師

偏在を是正することを目的とするものでもありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 課題と施策の方向                                   
 

１ 課題 

本県は，「相対的医師少数都道府県」に該当しており，地域（医療圏）別においても，「相対

的医師少数区域」に，広島中央圏域，福山・府中圏域の２圏域が該当しており，特に対策が必

要な地域となっています。 

しかしながら，上位に位置する圏域であっても，総数として医師が充足しているとは言えな

いため，これらの相対的に少数とされる圏域に配慮しつつ，県全体での小児科医師の確保や地

域偏在の解消を始めとする対策を進めていくことが必要です。 

 

２ 医師の確保の方針 

小児科医師偏在指標の状況を踏まえて，県全体として，現在の医師数の水準を維持又は向上

するための取り組みを本計画期間中において実施します。 

また，「相対的医師少数区域」に該当する圏域等については，この計画期間終了時に小児科

医師偏在指標の下位 33.3％を脱する目安（基準値）を設け，県全体の小児科医師数の底上げ

を図ることにより，医師の確保に努めます。 

  

≪ 小児科における医師偏在指標の算出式 ≫       （引用：第66回社会保障審議会医療部会資料） 
 

• 医師数は、性別ごとに20歳代、30歳代・・・60歳代、70歳以上に区分して、平均労働時間の違いを用いて調整する。 

• 医療需要は、15才未満の年少人口に、地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを調整する。 

 

 

小児科における医師偏在指標 ＝                
 

 
 

標準化小児科医師数 = Σ性年齢階級別医師数 ×  
 

地域の標準化受療率比(※１) ＝ 地域の期待受療率 ÷ 全国の期待受療率（※２） 
 

地域の期待受療率(※２) ＝ 
 
  

注１）「主たる診療科」が「小児科」ではない医師も，小児に対する医療を一定程度提供している場合がある。 

注２）患者の流出入に関しては，患者住所地を基準に流出入実態を踏まえ，都道府県間調整を行うこととする。 

性年齢階級別平均労働時間 

全医師の平均労働時間 

標準化小児科医師数 
地域の年少人口 ÷ 10万 × 地域の標準化受療率比(※１) 

Σ（全国の性年齢階級別受療率×地域の性年齢階級別年少人口） 

地域の年少人口 
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【基準値】 

指標 現状値 基準値 

医
師
偏
在
指
数 

広島県全体：95.7 
98.4 

（計画期間終了時の下位 33.3%に達する値） 

広島中央圏域：72.0 

福山・府中圏域：72.6 

85.4 

（計画期間終了時の下位 33.3%に達する値） 

    

 なお，この基準値を満たすための具体的医師数は公表されていませんが，厚生労働省が一定

の仮定のもとに算出した推計によれば，2024 年に必要となる小児科医師を確保するために

は，年間 13 人程度の養成を行うことが必要との見解が示されています。 

 

 

 施策内容                                
 

医師の確保の方針に基づき，以下の取組を推進します。 

 

１ 医師の確保   

（１）広島県地域医療支援センターによる医師の相談支援や地域の実情に応じた求人・求職者間

の紹介・あっせん，臨床研修や専門研修プログラムの県内外への PR など，センターを中心

とした医師確保対策を総合的に実施し，小児科医師の確保・県内定着を図ります。  

（２）将来，県内で医療に従事する医師を養成する「大学医学部地域枠」等において，小児科選

択への動機付けを行うための制度を設けることに取り組むとともに，地域枠医師を相対的医

師少数区域に計画的に配置できるように，大学・市町・医師会等の関係者と合意形成を図り

ます。 

また，大学等と連携して，小児科医師を育成するための魅力ある専門研修プログラムを実

施するなど，地域で小児医療を担う医師を育成します。 

（３）小児科医師に対する研究や研修についての支援を充実するなど，小児医療技術の向上を図

るとともに，県内で高度な小児医療を学べる環境を整えることにより，若い小児科医師を県

内外から広く集めることを検討します。  

 

２ 小児救急医療体制の確保 

医療機能に応じた役割分担による医療機関の連携体制の強化と，限られた医療資源の有効

活用を図ることにより，必要なときに適切な医療を受けられる体制を維持・確保します。 

（1）在宅当番医制や休日夜間急患センターの体制の充実を図るなど，地域の実情に応じた小児

救急医療体制を確保します。 

（2）「小児救急医療支援事業」や「小児救急医療拠点病院運営事業」により市町や医療機関の

取組を支援するとともに，大学・医療機関等と連携しながら地域の二次救急医療体制を確保
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します。 

事業の実施に当たっては，地域の中核的病院を中心とした在宅当番医制や病院の小児医療

に係る機能の重点・集約化による拠点病院化など，地域の実態に即した新たな実施方策につ

いても検討を進め，具体化に向けた関係機関との積極的な協議を行います。 

三次小児救急医療体制については，より高度で専門的な医療を提供できる体制を維持する

とともに，緊急時のヘリコプター等による搬送体制の維持・充実を図ります。 

 

３ 勤務環境の改善と県民の理解・行動 

小児科医師は女性の割合が高いことから，短時間勤務や宿直・休日勤務等の免除など，家庭

と仕事の両立ができる柔軟な働き方が選択できるよう，相談体制や短時間勤務制度を導入する

病院への支援を充実させることにより，就業継続や定着を図るとともに，未就業の女性医師の

就業促進など勤務環境の改善を図ります。 

また，休日夜間における救急患者への対応など，小児科医師や医療従事者の負担軽減を図る

ため，小児救急医療電話相談事業の積極的な周知と適切な受療行動を促すとともに，小児医療

提供体制の現状など必要な情報提供を行います。 
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